
民間開放の概念（既往の閣議決定等における使用例）民間開放の概念（既往の閣議決定等における使用例）

◇ 規制改革・民間開放の推進に関する第１次答申
（平成16年12月24日規制改革・民間開放推進会議）

「民間開放」とは、ａ民間委譲（民営化、譲渡）、ｂ民間への包括的業務委託、を指
す考えである。（略）

民間への包括的業務委託とは、当該業務を発注する官側が委託に係る業務の内容・範
囲、求める成果の程度・水準、委託業務遂行上留意すべき主要な事項、委託業務遂行上
の必要な監督、委託業務の成果物の検収等について、委託契約の内容として受託者であ
る民間と取り決めを行って、委託するものであることは当然であるが、受託をした民間
がその創意・工夫を発揮し、より効率的で合目的的な成果を提出できるよう、官の関与
を可能な限り少なくすることにより「一つの纏まりとしての業務」を委託することを意
味する。

◇ 規制改革・民間開放推進３か年計画（再改定）（平成18年３月31日閣議決定）

指定統計調査を対象とする市場化テスト・民間開放の検討に当たっては、（略）指定
統計調査全般に関し、企画を除く調査の実施にかかわる業務を民間に包括的に委託する
こと（民間開放という。）に関して（略）

◇ 公共サービス改革基本方針別表（平成18年９月５日閣議決定）

科学技術研究調査、個人企業経済調査その他総務省所管のすべての統計調査について、
「規制改革・民間開放推進３か年計画」（再改定）に基づき、官民競争入札、民間競争
入札、その他の民間開放（以下「民間開放」という。）を実施することとし（略）

◇ 規制改革・民間開放の推進に関する第１次答申
（平成16年12月24日規制改革・民間開放推進会議）

「民間開放」とは、ａ民間委譲（民営化、譲渡）、ｂ民間への包括的業務委託、を指
す考えである。（略）

民間への包括的業務委託とは、当該業務を発注する官側が委託に係る業務の内容・範
囲、求める成果の程度・水準、委託業務遂行上留意すべき主要な事項、委託業務遂行上
の必要な監督、委託業務の成果物の検収等について、委託契約の内容として受託者であ
る民間と取り決めを行って、委託するものであることは当然であるが、受託をした民間
がその創意・工夫を発揮し、より効率的で合目的的な成果を提出できるよう、官の関与
を可能な限り少なくすることにより「一つの纏まりとしての業務」を委託することを意
味する。

◇ 規制改革・民間開放推進３か年計画（再改定）（平成18年３月31日閣議決定）

指定統計調査を対象とする市場化テスト・民間開放の検討に当たっては、（略）指定
統計調査全般に関し、企画を除く調査の実施にかかわる業務を民間に包括的に委託する
こと（民間開放という。）に関して（略）

◇ 公共サービス改革基本方針別表（平成18年９月５日閣議決定）

科学技術研究調査、個人企業経済調査その他総務省所管のすべての統計調査について、
「規制改革・民間開放推進３か年計画」（再改定）に基づき、官民競争入札、民間競争
入札、その他の民間開放（以下「民間開放」という。）を実施することとし（略）
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民間委託と民間開放の関係（図示）

民間委託の類型

部分的業
務委託

部分的業
務委託

部分的業
務委託タイプⅠタイプⅠ

タイプⅡタイプⅡ

タイプⅢタイプⅢ
部分的業
務委託

包括的業務委託企画

企画

企画 包括的業務委託

民間開放

①官民競争入札、②民間競争入札

（国直轄調査のみ対象）

①官民競争入札、②民間競争入札

（国直轄調査のみ対象）
会計法令に基づく包括的民間委託

（法定受託事務を含む。）

会計法令に基づく包括的民間委託

（法定受託事務を含む。）

民間開放の手法

公共サービス改革法公共サービス改革法 その他の民間開放その他の民間開放
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民間委託・民間開放と公共サービス改革法との関係民間委託・民間開放と公共サービス改革法との関係

民間委託と
民間開放の範囲

民間委託 民間開放

根拠法（手続法） 会計法令

統
計
調
査
の
民
間
委
託

に
係
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

民間開放
の手法

民間委託の
推進対象業
務の範囲

民間委託の
推進対象業
務の要件

委託に当
たって講ず
べき措置

法定受託事務
（地域単位、環境整備）

国直轄調査

「中核的な知識・能力を要しない業務」＋「過去の実績」
（調査員調査方式による指定統計調査の実査を含む）

「効率性」「迅速性・継続性」「精度確保」

「秘密保護の徹底」「委託先の適切な選定（総合評価落札方式の積極的
活用）」「質の設定」「業務実施状況の確認（モニタリング）」

（包括的民間委託） 公共サービス改革法
（透明性確保、監督規定、長期契約等）
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